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「環境助成研究成果 概要集（令和 6年度分）」の発刊にあたって 

 

  

鉄鋼環境基金は、鉄鋼業関連の環境保全技術に関する研究を助成し、環境の保全と関連 

技術の向上に寄与するため、昭和 48年に鉄鋼業界の拠出により設立されました。 

設立以来、大気環境、土壌水質、資源循環(副産物)、地球環境等幅広く環境技術の研究

助成を行い、助成件数は令和 7年度までに 2,238件、総助成金額は 46億 68百万円に達し

ております。これらの研究成果は、鉄鋼業界だけでなく広く産業界全体の環境保全技術の

向上に繋がるとともに、大学を中心に学術の振興にも貢献してまいりました。 

助成研究の成果をより広く社会に還元する目的で、平成 5年より成果概要集を発刊して

きております。また、昭和 55年以降の助成研究成果報告書を収めたデータベース FERAS 

を財団のホームページ(URL:http//www.sept.or.jp/)で一般公開しております。 

今般、令和 6年度の助成研究 33件（令和 4年度の 1件、令和 5年度の 5件を含む： 

地球環境 18件、資源循環 8件、大気環境 5件、土壌水質 2件）の成果報告書が纏まり、

成果概要集を発刊いたしました。令和元年度分より電子文書でのオンライン発行といた

しております。 

また、成果報告書のフルペーパー、成果概要、成果要旨につきましては、従来通り上記

データベース FERASに収録しておりますので、本成果概要集とともにご活用いただければ

幸甚です。 
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 公益財団法人 鉄鋼環境基金 

 理事長 田中 茂明 
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(公財) 鉄鋼環境基金 助成研究成果概要 2026 年 4 月 1 日 

【申請書記載の目的】 

 微生物が合成するポリヒドロキシアルカン酸（PHA）は生分解性プラスチックとして期待されるが、物性

的に難があり実用性に乏しい。水素細菌 Cupriavidus necatorは、バイオマスのみならず温暖化の主原因

の CO2を炭素源として PHAを合成することができる。しかし、C. necatorが糖や CO2から合成する PHAはポ

リ-3-ヒドロキシブタン酸 [P(3HB)] であり、硬くて脆い不透明なポリマーである。本研究では、透明性と

生分解性に優れる乳酸（LA）ベースポリマーを C. necatorを宿主として CO2から合成する方法を開発する

ことを本研究の目的とした。 

 

【研究成果】（研究計画に対する達成度 ： 60 ％） 

代表的な PHA の P(3HB)は硬くて脆いが、LA と 3HB が共重合した P(LA-co-3HB)（乳酸ベースポリマー）は、LA

分率を 15〜30 mol%まで高めると透明性が増し、物性も改善する。本研究では、CO2を炭素源として利用できる

C. necator を宿主として、透明性を有する P(LA-co-3HB)を合成する遺伝子改変株を作製することを試みた。作製

した組換え株の一つは、グルコースを炭素源として LA分率が 24.6 mol%からなる P(LA-co-3HB)を 20 wt%合成

した。次に、CO2を炭素源としてこの組換え株の独立栄養培養を行ったところ、フラスコ培養にて LA分率が

6 mol%の P(LA-co-3HB)を 3.2 wt%、ジャーファメンターにて LA分率が 8.2 mol%の P(LA-co-3HB)を 6.8 wt%

合成した。しかしながら、この組換え株は非常に不安定な株であり、再現性を得ることができなかった。 

 

【本文】 

水素細菌 C. necator はバイオマスのみならず CO2 を炭素源と

し、水素の酸化エネルギーを利用して増殖し、PHA を合成するこ

とができる。しかし、C. necator が糖や CO2から合成する PHAは

P(3HB)であり、硬くて脆い不透明なポリマーである。これは、C. 

necator が有する PHA 重合酵素（PhbC）の基質特異性による。そ

こで、PhbC の代わりに LA ユニットをも重合できる低基質特異性

PHA 重合酵素の改変体 PhaC1(STQK)を用いて代謝制御を行った

（図 1）。Megasphaera elsdenii 由来のプロピオニル CoA 転移酵

素 遺 伝 子 （ pct ）、 phaC1(STQK) 遺 伝 子 、 Lactobacillus 

acetotolerans由来の D-乳酸脱水素酵素遺伝子（ldhD）を lacプ

ロモーター（Plac）支配下で発現するように、広宿主域ベクター

（pBBR1MCS-2および pBBR1MCS-3）へ挿入したプラスミドを構築し 
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(公財) 鉄鋼環境基金 助成研究成果概要 2026 年 4 月 1 日 

た。さらに、ldhD 遺伝子の発現強化を目的として、コドン最適化した ldhD 遺伝子（ldhDopt）や強力な trc

プロモーター（Ptrc）を挿入したプラスミドを構築した。また、宿主とする C. necatorの遺伝子改変株（各

種遺伝子の破壊株および置換株）の作製には、自殺ベクターの pK18mobsacBを用いた相同組換えにより、C. 

necator H16 の短鎖長特異的 PHA 重合酵素遺伝子（phbC）を破壊した C. necator H16dC、phbC 遺伝子を

phaC1(STQK)遺伝子に置換した C. necator H16C1STQK を作製した。さらに、グルコース資化能をもつ C. 

necator NCIMB 11599の phbC遺伝子を phaC1(STQK)遺伝子に置換した C. necator GC1STQKを作製し、その

株から 3HBユニット供給系を弱化した株（GdCAB株）、GC1TQKdA株および GC1STQKdAB株）を作製した。構築

したプラスミドは Escherichia coli S17-1を介した接合伝達法により C. necatorに導入して組換え株を作

製した。作製した各組換え株については、まずは糖を唯一の炭素源として、窒素源を制限したミネラル培地

（MS培地）にて培養し、菌体内に蓄積したポリマーのモノマー組成と蓄積率を分析した。 

 H16dC および H16C1STQK の組換え株

のいくつかは P(LA-co-3HB)を合成し

た。しかし、合成されたポリマーの LA

分率は 4.5 mol%以下であった（表 1）。 

LA分率を 15〜30 mol%まで高めるた

め、コドン最適化した ldhDopt遺伝子導

入株を作製したが LA 分率を高めるこ

とはできなかった。C. necatorにおい

ては 3HBユニット供給量が非常に多い

と考えられたため、3HB ユニット供給

量を弱化させて、ポリマー鎖中の LA分

率を相対的に高めることを検討した。

C. necatorはβ-ケトチオラーゼ（PhbA）お

よびアセトアセチル CoAレダクターゼ（PhbB）

のアイソザイムを複数有している。それゆ

え、C. necator NCIMB 11599の P(3HB)生合

成に関わる phbCAB オペロンを相同組換えに

より破壊した株（GdCAB株）、さらには GC1STQK

株の phbA 遺伝子および phbAB 遺伝子を破壊

した GC1STQKdA 株および GC1STQKdAB 株をそ

れぞれ作製して宿主に用いた。その結果、そ

れら組換え株の一つ、GdCAB/pRKmpctC1(STQK)ldhDは LA分率が 24.6 mol%からなる P(LA-co-3HB)を 20 wt%

合成した（表 2）。次に、CO2を炭素源として GdCAB/pRKmpctC1(STQK)ldhDの独立栄養培養を行ったところ、

フラスコ培養にて LA分率が 6 mol%の P(LA-co-3HB)を 3.2 wt%、ジャーファメンターにて LA分率が 8.2 mol%

の P(LA-co-3HB)を 6.8 wt%合成した。ポリマー蓄積率および LA分率は低く十分ではないが、CO2から P(LA-

co-3HB)を合成することに成功した。しかしながら、この組換え株は非常に不安定な株であり、再現性を得

ることができなかった。また、GC1STQKdA株および GC1STQKdAB株を宿主とした組換え株では、合成されたポ

リマーに LAユニットは取り込まれなかった（表 2）。LAベースポリマーを安定に高生産することができる C. 

necator 株を作製するには、ポリマー生合成に関わる遺伝子を C. necator のゲノムの中へ挿入・置換し、

さらには、代謝の流れを制御するために代謝酵素遺伝子を破壊する必要があると考えられた。 
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(公財) 鉄鋼環境基金 助成研究成果概要 2026 年 4月 1 日 

【申請書記載の目的】 

 本研究では、藻類を亜臨界水でフラッシュ加水分解(Flash Hydrolysis, 以下 FH反応)を用いて、通常の

水熱液化反応（反応時間 30-60分）よりも圧倒的に短時間（約 10 s）での脂肪酸と水溶性成分の生成と、

生成物からの脂肪酸の抽出と回収の分離実験を行う。プロセス全体でのエネルギー投入量と費用の大幅削

減を目的とする。そして、正味での CO2排出量がなく、さらに低環境負荷で安価な単価（目標：約 100-200

円/kg-脂肪酸）脂肪酸生産プロセスの実現を目指す。 

【研究成果】（研究計画に対する達成度 ： 40 ％） 

回分式オートクレーブ反応器を使った藻類スラリーを用いた迅速水熱液化では、酢酸エチルを用いて回

収した脂質の液体クロマトグラフィー（HPLC）の分析結果から、各濃度において数十種類以上の生成物の

個別のピークが分離できるところまで到達した。HPLCでの液相中相互作用が非常に強く、この個別ピーク

の分離が非常に困難で、予定より大幅に進展が遅くなった。抽出では、4つのグリーン溶媒（n-ブタノール、

酢酸エチル、酢酸イソプロピル、酢酸 n-ブチル）では、いずれの場合もヘキサンに比べて脂質回収量が数

倍(1.6-4.2倍）に増加した。n-ブタノールの場合では、脂質回収量が大きく増加しており、この溶媒が脂

質分回収に効果的であることが分かった。今回用いた 4 つのグリーン溶媒を用いることにより、藻類から

の脂質成分の抽出の環境負荷を今までよりも低下できることが示唆される結果となった。HPLCの個別ピー

ク分析が非常に遅れたため、生成物を含めたプロセス設計を実施することができなかった。 

【本文】 

実施内容 

課題 1 藻類スラリーのフラッシュ加水分解(FH)実験 

亜臨界水を用いて微細藻類 FH 反応を行うために、シミ

ュレーションソフト(COMSOL Multiphysics)を用いて、配

管材料(ステンレス鋼)、外径(12.7 mm)と内径(10.2 mm)、

操作圧力(11.3 MPa)、流速(0.90 cm/s)および流体の入口

温度を設定し、加熱温度と配管長さおよび出口温度の関

係を計算した。計算で求めたデータや配管長さを利用し

て、図 1 に示す装置を設計し作製した。現状では水がポ

ンプから背圧弁まで問題なく流れること、冷却水も問題

なく流れること、リボンヒーターを用いて予熱部出口温度を 90℃まで予熱可能であることを確認した。 
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図 1 作製した FH 装置図 

BI: biocrude intermediate (固体) 
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(公財) 鉄鋼環境基金 助成研究成果概要 2026 年 4月 1 日 

課題 2-1（有機溶媒による BIからのオイル抽出実験） 

FH 反応を模擬して、回分式オートクレーブ反応器

（耐圧硝子工業製:TVS-N2-100型、容器容積 100 mL）

を用いて、藻類試料 Dunaliella（サンライフ株式会

社）スラリーを昇温して水熱液化処理を行い、固体

biocrude intermediate (BI)を作製した。得られた

生成物を吸引ろ過で固液分離して得た固体 BIから有

機溶媒を用いて 25℃で脂質を抽出した。得られた脂

質の定量・定性分析は高速液体クロマトグラフ（HPLC）

（島津製作所：有機酸分析システ

ム）と蒸発光散乱検出器（ELSD）を

用いて行った。各藻類スラリー濃度

1−20wt%で得られた BI から酢酸エ

チルを用いて抽出した TAG, DAG, 

MAG, FFA分について、HPLC分析し

た結果、反応後の溶液から抽出した

生成物中で、数十種類以上の生成物

が検出された（図 2）。 

上記の FA, MAG, DAG, TAG を標

準物質として、HPLC で同様の条件

で測定をして、大まかに FA, MAG, DAG, TAGのグループ分けをした。そして、各グループの HPLCクロマト

グラム面積を分析した。TAG, MAG の結果を図 3に示す。スラリー濃度 15％までは得られる面積に大きな差

はないが、スラリー濃度 20wt%の時には、TAGの面積が 1/4程度に減少し、MAGの面積が約 3倍に増加した。 

課題 2-2 有機溶媒の種類によるオイル回収実験 

溶媒の種類を変えて、脂質分の回収実験を行った。Fast-HTL の

実験温度を 260℃にし、藻類スラリー濃度は 10w%にして実験を行っ

た。実験後の固体 BI から溶媒を用いて脂質分を抽出した。溶媒と

しては、グリーン溶媒のリストに記載されていて、かつ、水と完全

混和しない溶媒（n-ブタノール、酢酸エチル、酢酸イソプロピル、

酢酸 n-ブチル）と、標準溶媒としてヘキサンを合わせて 5 種類を

選択した。各溶媒について固体 BIと溶媒の比を変えて抽出した。 

 結果を図 4に示す。ヘキサンを用いた場合に比べて、4つの

グリーン溶媒ではいずれも脂質回収量が数倍(1.6-4.2 倍）に

増加した。特に、n-ブタノールの場合では、脂質回収量が大き

く増加しており、この溶媒が効果的であることが分かった。ま

た、溶媒量が多いほど脂質回収量が増加しているため、まだ飽

和に達していない可能性が高い。他の 3つの溶媒については、溶媒量によって違いがあるものの、3つの溶

媒の種類による大きな違いは見られなかった。溶媒量が相対的に最大の 40 mL/g-BIの時で最大値を示さな

いことから、これらの 3 つ溶媒では、脂質抽出量がほぼ飽和になっているものと推測される。上記の結果

より、TAG由来の脂質の回収量を上げるためには、n-ブタノールが有効であることが分かった。 

図 2 Fast HTLで生成した TAG分解生成物の

HPLC分析結果 

 スラリー濃度 10wt%のとき 

図 4 抽出溶媒の種類と量を変えたときの脂

質回収量*n-BuOH (n-ブタノール)、EtOAc 

(酢酸エチル)、i-PrOAc (酢酸イソプロピル)、

n-BuOAc (酢酸 n-ブチル)、Hex (ヘキサン) 

図 3 各藻類濃度で Fast 水熱液化を行った際の 

TAG, MAGのクロマトグラムでの面積の変化 (a)TAG (b)MAG  

(a) (b) 
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【申請書記載の目的】 

 本研究では、メタン発酵槽の循環加温にマイクロ波を利用することで新しい省エネ・創エネ型メタン発

酵システムを検討する。マイクロ波は極性分子である水分子に選択的に作用し、電子レンジの加熱熱源とし

て普及している。本研究では、マイクロ波の加熱作用に加えマイクロ波の高周波電界での分子の振動、回転、

衝突による作用（非熱的作用）を最大限に活かした省エネ・創エネ型の新しいメタン発酵システムの開発を

目的とする。 

【研究成果】（研究計画に対する達成度 ：80％） 

 メタン発酵嫌気性微生物へのマイクロ波照射を行い、反応への影響を検討した。1年目で予定した研究に

ついては概ね遂行できた。嫌気性微生物への照射による再基質化（熱的効果）でのバイオガス発生量増加、

非熱的効果でのバイオガス発生量増加が確認できた。マイクロ波を槽内汚泥の循環加温システムに適用す

る可能性が示された。今後はさらなる微生物解析により、特に非熱的効果の機序を解明することで、最適

な照射条件が定まり、マイクロ波を利用した新しいメタン発酵システムにつながると考えられる。 

【本文】 

1. 研究の目的 本研究では、嫌気性微生物に対するマイクロ波照射を行い、①マイクロ波照射を用いた再消

化システムの検討、②メタン発酵微生物に対してマイクロ波非熱的効果解明、の 2点を目的とする。 

2．研究方法 

①マイクロ波照射を用いたメタン発酵加温実験 嫌気性微生物へのマイクロ波照射の影響を調査するため、反

応容器に消化汚泥（種菌）150ｇと余剰汚泥（基質）50ｇを投入し、恒温槽のみで加温する系とマイクロ波で

加温後恒温槽での加温に戻す系とで比較実験を行った。実験条件を表１に示す。 

②マイクロ波照射した消化汚泥を種菌として用いたメタン発酵回分式実験 150g の消化汚泥に対しマイク

ロ波照射を行った。照射後の消化汚泥を種菌として用いて、回分式実験を行った。また、マイクロ波照射後

に生菌数を測定した。マイクロ波照射の条件および回分式実験の条件を表 2に示す。 

③消化汚泥へのマイクロ波照射メタン発酵連続式実験 消化汚泥へのマイクロ波照射メタン発酵実験（連続

式実験）を行った。実験では、有効容積 1800ml のガラスセパラブルフラスコを三つ用意し反応器として用

いた。実験条件を表 3に示す。照射後、各反応槽に 40gの余剰汚泥を基質として投入した。 

表 1. MW 照射を用いたメタン発酵加温実験                   表 2. MW照射した消化汚泥を種菌として用いたメタン発酵回分式実験 
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 維持温度 照射上限出力(W) 照射時間 

Case A 

37℃ 

未照射（通常加温） 

Case B 
50 

2日（その後通常加温） 

Case C 29日（その後通常加温） 

 

 

マイクロ波照射条件 回分式実験条件 

照射対

象消化

汚泥量
(g) 

照射出

力(W) 

照射時間

(min) 

投入消

化汚泥

量(g) 

投入基

質量(g) 

実験期

間(d) 
温度条件 

Case 0 

300 

未照射 

30 10 66 37℃ 

Case 1 10 30 

Case 2 50 30 

Case 3 100 30 

Case 4 300 30 
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表 3. 消化汚泥へのマイクロ波照射メタン発酵連続式実験 

3.実験結果 

①マイクロ波照射を用いたメタン発酵加温実験 

累積メタンガス発生量を図 1 に示す。MW2dの条件

では、マイクロ波による加温中の 2 日間のメタンガス生成量は通常加温の条件と比べて 41％であり、マイ

クロ波による加温中はメタンガス生成量が低下した。MW29d の条件では、マイクロ波による加温中の 29 日

間のメタンガス生成量が通常加温の条件の 8％であった。メタンガス発生総量は通常加温の 358NmL/g-VSに

比べ、MW2d条件は 466Nml/g-Vsとなり、30%増加した。MW29dは 379NmL/g-VSであり、6%増加した。 

②マイクロ波照射した消化汚泥を種菌として用いたメタン発酵回分式実験 

実験結果のとりまとめを表 4に示す。Case0(未照射)のメタンガス発生量 0.270 NL/g-VSと比べて、Case 

4（300W、30min）のバイオガス発生量は 329 NmL/g-VS となり 21.9％増加した。Case 4（300W、30min）で

は生菌数測定の結果からも死滅した菌体が多く、それらが基質に転換したため、バイオガス発生量が増加

したと考えられる。また、バイオガス発生速度について、Case 4（300W、30min）では実験開始後七日目ま

ではバイオガス発生量が最も小さかったが、最終的には最も大きいバイオガス発生量となった。これは、

マイクロ波照射による生菌数の減少が原因と考えられる。また、生菌数に大きな変化のなかった Case 1

（10W、30min）でもバイオガス発生量は 5.6％増加した。 

表 4 消化汚泥へのマイクロ波照射メタン発酵連続式実験 

 

③消化汚泥へのマイクロ波照射メタン発酵連続式実験 

累積バイオガス発生量を図 2に示す。Run A（未照射）の投入 VS1g当たりのバイオガス発生量は 0.14 NL/g-

VSであった。Run B（毎日 40g余剰汚泥、300W、4min）の投入 S1g当たりのバイオガス発生量は 0.19NL/g-

VSであり、RunAに比べて 35.7％の増加が確認された。Run C（毎日 500g余剰汚泥、50W、6min）の投入 VS1g

当たりのバイオガス発生量は 0.20NL/g-VS であり、RunA に比べて 43.3％の増加が確認された。微生物菌叢

解析結果から、マイクロ波照射した系での大きな違いはアーキア、バクテリアともに確認されなかった。エ

ネルギー収支の試算結果から、加温効果までを含めると Run Cでの照射条件（2.75kJ/g-VS）でのエネルギ

ー収支はプラスとなった。 

4.まとめ 消化汚泥へのマイクロ波照射により熱的効果による再基質化および非熱的効果が確認された。今後

はさらなる微生物解析により非熱的効果の機序を解明する。 

 

図 1. マイクロ波照射を用いたメタン発酵加温実験                     図 6. 累積バイオガス発生量（連続式実験） 

MW照射対象
照射強度

（W)

照射時間

(min)

照射後TS

(%)

照射後VS

(%)

CODCr

(g/L)

S-CODCr

(g/L)

有機物１gあたりの
投入エネルギー

（kJ/gVS)

到達温度

(℃）

生菌数

（cfu/mL)

メタンガス生成量

(NL/gVS)

メタン転換率

(％)

消化汚泥300g 10 30 1.65 1.36 25.5 5.00 5,0 23 3,380,000 0.285 28.3

消化汚泥300g 50 30 1.49 1.17 23.8 7.07 24 55 3,240,000 0.272 27.4

消化汚泥300g 100 30 1.55 1.21 22.8 8.95 47 87 2,780,000 0.302 30.8

消化汚泥300g 300 30 3.17 2.38 38.0 11.3 140 103 ＜20,000 0.329 32.3

照射なし - - 1.69 1.27 23.4 6.15 - - 3,360,000 0.270 27.1

余剰汚泥（基質） - - 4.62 4.12 67.0 - - - - - -

 照射 

汚泥量(g) 

照射時間

(min) 

照射出力 

(W) 

加温条件

（℃） 

基質投入 

（余剰汚泥） 

SRT

（ｄ） 

Run A - 37 40g 63 

Run B 30 4 300 

Run C 500 6 50 
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【申請書記載の目的】 

 嫌気性アンモニア酸化反応を担う Anammox 細菌は亜酸化窒素(N2O)を経由しない窒素代謝にもかかわら

ず高濃度 N2Oのリアクター内への蓄積が報告されており、N2Oの生成・蓄積をできるだけ抑制する技術が必

要である。本研究は、リアクターへの基質流入方式の違いにより N2O 放出量に差が生まれるとの仮説のも

と、どの流入形式が N2O 放出抑制に寄与するか実験的に明らかにする。また、環境変動が N2O 放出のトリ

ガーとなり得るのか検証する。 

 

【研究成果】（研究計画に対する達成度 ： 80 ％） 

 目的としてたリアクターへの基質流入方式や循環方式が異なる3基のラボスケールリアクターを作製し、

470日間の長期連続運転により評価した。結果、SBR 型の流入方式が窒素除去率が高く、更に N2O の放出

量も少ないという結果が得られて目的に対する一応の成果が得られたと考える。一方で、リアクター活性

の安定性が低く、評価のために長い運転期間を要したため、環境変動への応答の検証という点に関しては、

バイオマスの追加投入というイベントしか検証できなかった。よって到達度 100%とは言い難い状況であ

り、今後温度や pH、流入窒素濃度の変動などへの応答を引き続き検討する必要があると考える。 

 本研究の成果は、排水処理方法としてアナモックスプロセスを導入する場合でも、通常の排水処理シス

テムと同様に N2Oモニタリングや評価が重要であることを示す成果である。 

 

【本文】 

Anammox システムからの N2O 放出低減に向けて、基質供給方法の違いによって N2O 蓄積状況が異な

るのか明らかにすることを目的とした。流入形式の異なる 3 基のラボスケールリアクターを運転し(図 1)、

流出水に含まれる N2O をモニタリングした。また、流入窒素に対する N2O 放出量(N2O 転換率)を算出し

各運転方式間で比較した。 

結果、SBR 型は CSTR 型に比べて N2O の生成量が抑えられ、また装置内で処理水が循環している方が

N2O の生成が抑えられる傾向が確認された。図 2 には窒素除去率と N2O 転換率の関係を各リアクター毎

にプロットしたものである。全体を通して、窒素除去率(アナモックス活性)が低下すると N2O の生成量が

増加しており、窒素除去能力の悪化に付随して N2O が生成、放出される可能性が示唆された。 

また、運転期間の途中でバイオマスの追加投入というイベントに対して N2O の突発的な放出が確認さ

れ、一時 N2O 転換率として 10%程にもなった。バイオマスが急な環境変動に曝されることにより N2O の

生成が誘発されることが示唆された。一方で系内のバイオマス量の増加は、その後のリアクターの安定性

の向上に寄与し、安定後は N2O の生成量が減少する傾向が観察された。リアクター内の微生物群集構造を

報告書番号 ２２−２３地球環境−１７６ 
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解析した結果、アナモックス細菌が 40%程度優占化しており、nirS 型の亜硝酸還元酵素昨日遺伝子を有す

る脱窒細菌も存在していたことが示唆された。一方で、N2O 還元酵素機能遺伝子の存在割合は低く、N2O

還元反応による N2O 抑制効果は、現状では限定的であることが示唆された。 

これらの成果をもとに 2 件の国内学会で口頭発表を行った。また現在、英文専門誌への投稿準備中であ

り近日中に投稿する予定である。 

 

 

図 1. リアクターの流入方式の模式図, R1=CSTR1(循環あり), R2=CSTR2(循環なし), R3=SBR(循環あり)である 

 

 

 

図 2. 窒素除去率(NRE)と N2O への転換率の推移の相関 
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【申請書記載の目的】 

2050 年のカーボンニュートラル社会実現に向け、鉄鋼業界における CO₂削減は急務である。既存の化学

吸収法（アミン法）は回収コストが高く、120℃以上の高温再生熱源や高価な溶媒を必要とする課題がある。

一方、製鉄所内にはスラグ冷却水や排ガスなどの「100℃以下の低温排熱」が大量に未利用のまま存在する。

本研究では、この低温排熱を駆動源とし、安価で環境負荷の小さい「水」や「アルカリ炭酸塩水溶液」を吸

収液とする革新的な CO₂分離プロセスの開発を目的とする。従来、無機系溶媒は反応速度が遅く実用化が困

難であったが、申請者らが開発した「回転円筒式熱交換器」を反応場として適用することで、強力な撹拌・

表面更新効果によりこの課題を解決し、低コストかつ省エネな CO₂回収技術の確立を目指す。 

【研究成果】（研究計画に対する達成度 ：75％） 

回転円筒式反応器を用い、低温排熱と安価な水系溶媒による CO2 分離プロセスを開発した。回転による強

力な撹拌効果により、静置時比で CO2 吸収速度が最大約 10 倍に向上することを実証した。さらに、製鉄

所排熱を模した 80℃の温水を用いた放出実験において、濃度 5%の希薄ガスから約 100%の高純度 CO2 を

回収・濃縮することに成功した。本成果は、未利用排熱を駆動力として、反応性の低い安価な溶媒でも高

速かつ高効率な分離が可能であることを示しており、鉄鋼業の脱炭素化に大きく貢献するものである。 

【本文】 

CO₂の「吸収」および「放出」性能を評価するため、回転円筒式反応器を作製した（図 1，2）。吸収実験

では、0.5 mol/L KOH 水溶液等を用い、内筒回転数（0〜3,000 rpm）を変化させながら CO₂ガスを供給し、

pH 変化から吸収速度を算出した。放出実験では、製鉄所排熱を模した 80℃温水を熱源とし、CO₂を飽和吸

収した炭酸水素カリウム水溶液からのガス放出挙動を調査した。 

 

図 1 吸収用回転円筒式反応器  図 2 放出用回転円筒式反応器 
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(1) CO₂吸収速度の飛躍的向上  

図 3に示す通り、回転数の増加に伴い pHの低下（吸収反応の進行）時間は劇的に短縮された。算出され

た吸収速度（図 4）は、静置条件（0 rpm）と比較して 3,000 rpm時には低 pH領域で約 10倍、高 pH領域で

約 5倍の高速化を達成した。特に、拡散律速となりがちな低 pH領域での顕著な速度向上は、回転による強

力な撹拌が物質移動抵抗を打破したことを示している。また、物質移動容量係数（AKL）は回転数に対して

直線的に増加しており（図 5）、投入エネルギーが効率的に反応促進へ変換されていることが確認された。 

 

図 3 pHの経時変化、回転数依存性  図 4 吸収速度の pH・回転数依存性 

 

図 5 容量係数の回転数依存性 

(2) 低温排熱による CO₂濃縮効果  

放出実験では、80℃の温水熱源のみで CO₂放出反応（2HCO₃⁻ → CO₃²⁻ + CO₂ + H₂O）が速やかに進行し

た。さらに、CO₂濃度 5%の希薄ガスを吸収させた液から、濃度 80〜100%の高純度 CO₂ガスを回収することに

成功した。これは、本技術が低品位な排熱を利用して、希薄ガスから高純度 CO₂を「濃縮・分離」できるこ

とを実証するものである。 

まとめ 

本研究により、回転円筒式反応器を用いることで、100℃以下の低温排熱と安価な溶媒を利用した高速 CO₂

分離が可能であることを実証した。「10倍の速度向上」と「高純度濃縮」の達成は、鉄鋼プロセスの排熱を

「CO₂分離の駆動力」として再資源化する道を開く成果であり、今後は実機スケールへの適用に向けた最適

化を進める。 
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【申請書記載の目的】 

 本研究では、エネルギー効率が高く、かつ、CO2 を資源と見なし、これを分離・回収して工業や触媒の

原料として再利用可能な炭素循環型発電システムの要素技術の開発に取り組んだ。具体的には、資源量が

豊富で安価な劣質・未利用炭素資源に、天然ソーダ灰と石灰水を用いて水溶性金属イオン（Na+や Ca2+）を

添加して、セルフリプレイス効果により新燃料に転換するとともに、そのガス化反応性を検討することを

主な目的とした。 

 

【研究成果】（研究計画に対する達成度 ：100 ％） 

 学術上の最大の成果は、原料の輸送時間や温度環境を利用して輸送過程で材料自身の性質を自己改質する

セルフリプレイス効果を用いると、劣質・未利用炭素資源中に水溶性金属カチオン（Na+や Ca2+）を容易に

導入でき、その新燃料は極めて高いガス化反応性を有することを見出した点にある。本成果は、新しい炭素

資源利用法として期待され、幾つかの問い合わせを受けている。さらに、現在開発中のガス化燃料電池複合

発電において､CO2分離･回収型技術が実現した場合､本新燃料を利用可能であることが明らかとなった。 

 

【本文】 

緒言：炭素資源のガス化により水素や合成ガスを製造する技術は、「地球温暖化の原因となる CO2の排出量

抑制と劣質・未利用炭素資源の有効利用を両立できる」と注目されている。そのため、炭素資源のガス化に

係る研究は広く行われているが、ガス化の反応制御は難しく、充分な成果が得られていないのが現状である。

一方、申請者らは最近、原料の輸送時間が長い場合、その時間や温度環境を利用して、輸送中に原料自身の

性質を自己改質するセルフリプレイス技術を開発した。そこで本研究では、資源量は豊富であるが、水分や

含酸素官能基が多いため単位重量当たりの発熱量が低く、燃料として殆ど使われてこなかった劣質・未利用

炭素資源に水溶性金属イオンを加え、セルフリプレイス効果により新燃料に転換するとともに、そのガス化

反応性を明らかにすることを最大の目的とした。 

実験：豪州産 LY 褐炭とインドネシア産 AD 亜瀝青炭を粉砕・分級し、主に 250〜500 μm のものを使用した。

Na+イオンのソースには米国産の天然ソーダ灰粉末を用いた。その水溶液を石炭と蒸留水の混合液に加え、

恒温層で温度制御し、Na+濃度と pH を各々Na+電極と pH 電極で測定した。一方、Ca2+の添加では、原料に

Ca(OH)2試薬を用い、その飽和水溶液を用いるイオン交換法により、Ca2+イオンを AD 炭に担持した。この

過程の温度は一定（30.0 ± 0.1°C）とし、Ca2+と pH をモニターした。 

Na+交換炭のガス化には固定床反応器を用いた。試料500 mgを純He中300°C/minで加熱し、700°Cで10 min

熱分解したあと、水蒸気（50 vol% H2O/He）流通下でチャーをガス化した。一方、Ca2+交換炭は流動床炉を
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用いて H2O（約 20 vol%）ガス化した。未反応チャーは、媒体粒子の珪砂とともにライザー（1.8 m）を経て

サイクロンに運ばれ、最終的に 950ºC で燃焼された後、珪砂は流動床炉に戻された。生成ガス（H2、CO、

CO2、CH4、C2H4および C2H6）はオンライン・マイクロ GC で定量した。 

結果と考察：最初に、イオン交換過程での Na+濃度の時間変化を調べたところ、LY 炭では 20°C でも濃度は

速やかに減少して 15 min 後にはほぼ一定となり、40°C では反応は 5 min 以内に完了した。一方、AD 炭では

40°C にすると Na+濃度が緩やかに低下した。LY と AD の COOH 基の量は各々2.0 と 1.3 meq./g であり、この

差がイオン交換速度に影響を与えたと思われる。いずれの石炭においても pH は Na+濃度の減少に対応して

低下したので、石炭中の COOH 基の H+と Na+のイオン交換が進行したことは明らかである。そこで Na+の

交換速度と交換量に対する温度（20、30、40°C）と粒径（75〜150、250〜500 μm）の影響を検討した。その

結果、LY 炭では高温になると速度は増大したが、イオン交換 Na 量は変わらず、このような傾向は粒径に

殆んど依存しなかった。これに対して、AD 炭では速度のみならず担持量も温度とともに増大し、粒子径を

細かくすると両者とも大きくなることが見出された。次に、イオン交換 Na の触媒性能を明らかにするため、

700°C でのチャー転化率の時間変化を検討した。その結果、Na 触媒は 1.6〜2.9 wt%の低担持量にも関わらず

高い活性を示したが、その効果は炭種に依存した。LY 炭では転化率は 1 h で約 100%に達したのに対して、

AD 炭では 2 h を要した。この違いは、Na 量の違いのみならず存在状態にも基因すると思われる。また、700°C

ガス化時のチャー転化率とガス収量の関係を調べたところ、主生成物は H2、CO、CO2 であり、その序列は

CO < CO2 < H2で、本条件下では Na 触媒の有無による生成ガス組成の変化は見られなかった。 

 次に Ca2+交換炭であるが、ライザー出口でのガス組成は温度や触媒の有無に関わらず、試料を流動床炉に

投入して約 20 min 後にはほぼ一定となったので、定常状態に達したと見なし、この時点から 60 min 間一定

温度で保持した。ここで、供給試料中の炭素含有量と形成された CO、CO2、CH4、C2 炭化水素量より炭素

ガス化率を算出し温度依存性を調べたところ、原炭でのガス化率は温度とともに単調に増加し 900°C では

55%となった。これに対して、Ca 担持炭での値は、いずれの温度でも原炭の結果を上回り、900°C で 80%に

上った。Ca担持炭と原炭でのガス化率の温度依存性を比較すると、Ca(OH)2の利用は反応温度を最大で 120°C

低下させることが明らかとなった。そこで、触媒効果を数値化するため（Ca 添加によるガス化率の増分）/

（原炭時の値）を求めた。その結果、この値は 800°C で最大となり、900°C においては 800°C での約 40%に

過ぎなかった。実験後に回収した珪砂と未燃チャーの混合物の XRD 測定を行ったところ、900°C でのみ CaO

ピークが検出され、その平均結晶子径は約 40 nm と求められた。従って、高温では CaO 粒子の凝集が進み、

著しい活性低下が起こったものと推測される。ここで、Yallourn 褐炭の Ca2+交換炭をバブリング流動床にて

ガス化した既往の研究の結果と比較すると、AD 炭を用いた本研究では、Ca 担持量が少なく粒子滞在時間が

短いにも関わらず触媒効果は大きくなり、大変興味深い結果が得られた。そこで、700～900ºC でのガス収率

（mol/100 mol-C）を調べたところ、温度や触媒の有無に依らず H2が最も多かった。収率の合計に対する Ca

添加の効果は低温ほど顕著であったが、これは H2の割合が大きいためで、H2/CO は 700°C で最大となった。

類似の結果は前記バブリング流動床でも認められたが、低温ではチャーのガス化よりタールの水蒸気改質の

寄与が高く、Ca 触媒はこの反応に高い活性を示すことに基因するものと考えられる。本成果は、CO2分離･

回収型ガス化燃料電池複合発電においても、本新燃料が利用可能であることを指摘する。 

結論：天然ソーダ灰を用いて、20～40°C で Na+と低炭化度炭のイオン交換反応を行ったところ、交換速度は

炭種に依らず高温ほど大きくなり、そのイオン交換 Na は数%の担持量でも 700°C での固定床 H2O ガス化に

対し大きな触媒効果を発揮し、チャー転化率は炭種に依るものの 1 h で 70〜100%に達した。珪砂循環型の

石英製流動床を用い Ca2+交換担持低炭化度炭を H2O ガス化した結果、石炭中炭素のガス化率は 900ºC では

約 80%で、一方、Ca 触媒の効果は 800ºC で最大となり、この温度で生成ガス量は原炭時の約 2 倍に上った。 
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【申請書記載の目的】 

 脱炭素社会を実現するためには、再生可能エネルギーを用いた二酸化炭素（CO2）の高効率燃料化ならび

に炭素資源化技術の確立が重要である。本研究では、独自に開発した酸素発生触媒および CO2 還元触媒を

基盤として、①超低過電圧酸素発生触媒の機構解明と高効率光アノードの創製、②CO2 還元分子触媒の合

成と高効率光カソードの創製、③高効率太陽光 CO2 固定システムの構築、に取り組むことで、世界最高効

率の太陽光 CO2還元を目指す。 

 

【研究成果】（研究計画に対する達成度 ： 90 ％） 

 超低過電圧で駆動するナノワイヤー型酸素発生触媒のナノ構造と触媒性能の相関を解析した。また、酸

素発生助触媒を担持した種々の高効率光アノード（α-Fe2O3、WO3、CuWO4）の開発に成功した。さらに、

CO2 還元反応を効果的に促進する平面型鉄単核錯体群の合成、並びにスプレー熱分解法を用いて高性能光

カソード電極の開発を達成した。現在、高効率な酸素発生光カソードと CO2 還元光アノードを組み合わせ

た太陽光 CO2 固定系の構築を進めている。本研究成果は、当該研究分野のブレークスルーとなり、脱炭素

社会の実現への足掛かりになると期待される。 

 

【本文】 

① 超低過電圧酸素発生触媒の機構解明と高効率光アノードの創製 

⚫ ナノワイヤー型酸素発生触媒のナノ構造と触媒性能の相関 

 ナノワイヤー構造を有する硫化ニッケル／窒化炭素複合触媒

の性能の最適化を図るために、ナノワイヤーの成長機構を検討し

た。合成原料であるチオ尿素粉末の量、焼成時の窒素流量と温度

を変化させてアノードを作製し、アノード表面の化学組成とナノ

構造、並びに触媒性能を調査した。その結果、焼成温度のみなら

ず、チオ尿素粉末の量および焼成時の窒素流量に非常に繊細な最

適条件が存在することを明らかにした。 

 上記の結果を基に、硫化ニッケル／窒化炭素複合触媒電極の

作製条件を検証した。これまでは、管状炉内の窒素気流中で多孔

性ニッケル（NF）基板の風上にチオ尿素粉末を配置して触媒電極

を作製していたのに対し、マッフル炉内でチオ尿素粉末に埋め込まれた NF 基板を大気下で焼成することに

より、従来法とは異なるナノ構造を有する触媒が NF 基板上に形成されることを見出した。従来法および尿
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素粉末に埋め込まれた NF 基板を焼成する新規法で作製された電極表面の走査電子顕微鏡（SEM）画像を図

1 に示す。従来法で作製された電極では、NF 表面にナノワイヤー構造が確認されたが（Fig 1 a,b）、新規法で

作製された電極では、NF 表面に 0.5 μm 程度のナノシートの形成が確認された（Fig 1 c,d）。 

⚫ 酸素発生助触媒を担持した高効率光アノード群の開発 

 種々の有機添加物を含む前駆体を用いることにより高

性能な金属酸化物光アノード群（α-Fe2O3、WO3、CuWO4）

の作製に成功した。さらに、酸素発生助触媒の担持により

光アノード性能の向上を達成した。 

 Fig 2 には一例として、界面活性剤を用いたテンプレー

ト法と、独自の in situ テンプレート炭化技術を組み合わ

せて作製した光透過性メソポーラスWO3光アノードを示

す。得られた WO3膜は、高比表面積（124 m2 g-1）、表面

反応におけるキャリア移動を容易にする超薄細孔壁（約

10 nm）、および水酸化反応に活性な結晶面の優先的成長

という特徴を有することを明らかにした（Fig 2A）。この

独自構造により、光アノード表面で水からの酸素発生反

応が効率的に進行することを見出した。酸化コバルト

（CoOx）助触媒を担持した WO3 膜は、従来型 WO3 の約

3 倍の光電流変換効率を示し、酸素発生のファラデー効率

は 93%で 30 時間後もその活性を 98%維持する、優れた性能を実証した（Fig 2B）。 

 

② CO2還元分子触媒の合成と高効率光カソードの創製 

⚫ 高活性な二酸化炭素還元分子触媒の合成 

 Febpc（Fig 3）が DMF 有機溶媒中で 1.9 mM（0.01 atm CO2 分圧）の低

CO2 濃度でも高効率に CO2 を還元し、CO を生成することを見出した。こ

れは、Febpc が、効果的に CO2 を Febpc の軸位に取り込む能力を有するこ

とを示す、興味深い結果である。さらに、Febpc の類縁体である Fefbpc（Fig 

3）を触媒、水とフェノールを H+源とした CO2 飽和 DMF 溶液の電解実験

において、CO と H2に加えて微量の CH4の発生することを見出した。 

 

⚫ スプレー熱分解法を用いた光カソード電極の開発 

 スプレー熱分解法（SPD 法）は、原料溶液を加熱された基板に向けて噴霧し、溶媒の蒸発とそれに続く

溶質の熱分解・化学反応により薄膜が形成される製膜プロセスであり、噴霧回数や速度により膜厚を制御

できる点で優れている。本研究では、SPD 法を用いて可視光応答を持つ p 型半導体であり、有望な光カソ

ード材料として期待されている CuInS2 電極を作製した。さらに、CuInS2 電極表面に n 型半導体の CdS 膜、

Pt と CdS の混合物膜（Pt-CdS）を SPD 法により積層し、最後に Pt を光電着することにより高性能な多積

層型水素発生光カソード（Pt/Pt-CdS/CdS/CuInS2）の開発に成功した。 

 

 

(公財) 鉄鋼環境基金 助成研究成果概要 2026 年 4 月 1 日 

Fig 2 A schematic presenting the mechanism of water 

oxidation by photoelectrochemical processes on the 

WO₃ photoanode, and current density time (j–t) 

profiles recorded over a 30 h of photoelectrolysis for 

water oxidation. 

 

Fig 3 Molecular structures of Fe 

complexes 
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(公財) 鉄鋼環境基金 助成研究成果概要 2026 年 4 月 1 日 

【申請書記載の目的】 
 固体電解質電解セル(SOEC)による CO2電気分解が注目されている．SOEC は，CO2を各種原料ガスとなる CO

と O2に変換できるが，SOEC のカソードに用いられている Niは，高温雰囲気において CO2により容易に酸化

され劣化する課題がある．本研究では，SOECカソードの CO2電気分解過程で，カソードの Niに吸着した酸

素がアノード側に移動し O2として放出される現象を活用し，カソードの Ni 酸化耐性発現を目指す． 

 

【研究成果】（研究計画に対する達成度 ： 100 ％） 
  

本研究では，X 線を用いた電極オペランド分析と DFT(Density Functional Theory)計算を用いることで，

電解モードにおける Ni 酸化耐性発現機構を明らかにした．また，GDC(ガドリニウムドープドセリア)を用

いることで，カソードの Ni 酸化耐性が向上することを明らかにし，その要因がセリアの過剰酸素欠陥にあ

ることを明らかにした． 

 

【本文】 

 

本研究では、SOEC による CO₂電気分解過程において、カソードの Ni 表面に生成した酸素が電気化学的に

電解質側へ輸送されることにより、Ni 酸化が抑制される現象に着目し、Ni 酸化耐性発現メカニズムの解明

を目的とした。Ni/YSZおよび Ni/GDC カソードを対象とし、電気分解実験、オペランド XRD 分析および電解

後の電極の SEM/EDS 観察と XRD 分析を行った。Fig. 1 に、Ni/YSZ カソードのオペランド XRD 測定(873 K, 

-0.14 A/cm2)により得られた CO₂雰囲気下での Ni酸化挙動を示す。非電解モードでは、CO₂導入後に NiO ピ

ークが急速に増大し、Ni の酸化が進行することが確認された。一方、電解モードでは NiO/Ni ピーク比は低

い値に維持され、電気分解開始直後から Ni 酸化が顕著に抑制されることが明らかとなった。これは、Ni 表

面に生成した酸素が電解質中へ酸素イオンとして輸送されるため、NiO 形成が進行しにくくなることを示

している。定電流密度条件下での電解電圧は安定的であり、CO₂電気分解は安定に進行することが確認され

た。さらに、より酸化されやすい高温電解後(1073 K)の電極の SEM 観察では、Ni/YSZ カソードにおいて低

電解電流密度条件(-0.14 A/cm2)では Ni 表面に酸化スケールが形成されるのに対し、高電流密度条件(-0.28 

A/cm2)では Ni 酸化が抑制されることが観察された。これは、酸素輸送による酸化耐性発現メカニズムと整

合している。 
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Fig. 1 Operando XRD spectra under non-electrolysis mode (a) and electrolysis mode (b) 

 

Fig. 2 に示す電気分解後 4 時間(1073 K, -0.28 A/cm2)の XRDおよびカソード表面の SEM 観察では，H2を

用いない条件下においても Ni/GDCでは Ni 酸化が顕著に抑制されていた。一方，Ni/YSZ では明確な NiO 生

成が観察された。さらに Ni/GDC 電極では、Ni/YSZ と比較して電解電圧が低く、H₂を用いない条件下でも Ni

酸化が顕著に抑制された(Fig. 2)。これは、GDC 中に豊富に存在する酸素欠陥が Ni 表面酸素の移動先とし

て機能し、NiO 形成を抑制するためであると考えられる。 

以上より、SOEC による CO₂電気分解において、酸素輸送および GDC 内部の過剰酸素欠陥を活用すること

で、H₂を用いずに Ni 酸化耐性を発現できることが明らかとなった。本研究成果は、CO₂電気分解用 SOEC電

極の高耐久化および将来的な電極材料設計に重要な指針を与えるものである。 

 

 

Fig. 2 SEM images of Ni/YSZ and Ni/GDC after CO2/H2O electrolysis without H2 for 4 hr 
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(公財) 鉄鋼環境基金 助成研究成果概要 2026年 4月 1日 

【申請書記載の目的】 

 大型化に課題がある固定層型 PCS（プラズマ-触媒複合システム）に対して、本研究では大型化が可能な

噴流層型 PCS を世界に先駆けて開発する。本研究開発ではまずプラズマ-触媒-反応メカニズムを明らかに

することで噴流層の PCS装置としての潜在的能力（変換効率・安定性・大型化）を定量的に検証し、噴流

層 PCS技術基盤を確立するとともに、研究成果を世界に発信していくことを目的とする。 

【研究成果】（研究計画に対する達成度 ： 90 ％） 

 噴流層 PCS は固定層 PCS に対して電極間距離が数十倍長くなる。これにより反応ガスを大容量で供給

可能とする一方で、印加電圧が高くなる。そこで、導電性を有する炭素粒子を流動媒体として導入するこ

とで、プラズマ反応場の活性化による CO2転化率の向上を図った。その結果、炭素粒子の添加により有効

放電体積が拡大し、放電出力が約 1.4 倍に増大、CO2転化率は 2.7 倍に向上可能であることを示した。さ

らに、エネルギー効率は 28.5％に達し、従来の固定型 PCSと比較して大幅な性能向上が確認された。本成

果は、PCSの大型化を実現する極めて重要な知見である。 

【本文】 

１．はじめに 

地球温暖化問題を背景に、CO2削減と資源化を同時に実現する CCU 技術への関心が高まっている。中

でも、大気圧プラズマと触媒を融合した PCSは、低温・大気圧下で高い反応速度を示し、再生可能エネル

ギー由来電力との親和性が高い CO2 利用技術として注目されている。今後、電源の地域分散化や余剰電

力の有効活用が進む中、スイッチ一つで CO2 利用と付加価値物質の生産を可能とするプラズマ合成技術

の重要性が高まっている。一方、現在研究されている固定層 PCS は、プラズマと触媒の接触性や反応制

御、および大型化に課題が残されている。そこで、本研究では、触媒粒子を流動・循環させる噴流層 PCS 

に着目し、粒子・プラズマ・反応挙動の基礎的理解を通じて、その変換効率、安定性および大型化ポテンシ

ャルを定量的に評価し、噴流層 PCS 技術基盤を確立する。 

２．実験装置および実験方法 

本研究では、大気圧条件下での CO2 直接解離挙動を評価するため、流動層型誘電体バリア放電（DBD）

反応器を用いた。実験装置の概略を Fig.1 に示す。本反応器は同軸二重石英管構造を有し、外側石英管外

周に金属メッシュ電極、内側石英管内部に銅製中心電極を配置した構成である。放電ギャップは 15 mm 

とし、反応器下部には円錐形分散部を設けることで、粒子の安定した流動化を実現させた。流動媒体とし

て平均粒径約 170 µm の活性炭粒子を用い、投入量を 0～60 g の範囲で変化させた。反応ガスは Ar/CO2

報告書番号 22-24地球環境-182 
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＝9/1（体積比）とし、総流量 7 L/min で反応器下部より

供給した。電源にはパルス AC 高電圧電源を用い、印加

電圧 11.5 kV、周波数 30 kHz の条件で放電を生成した。

放電特性の評価には、高電圧・電流プローブを接続したデ

ジタルオシロスコープを用い、電圧・電流波形から放電電

力を算出した。生成ガスはガスクロマトグラフにより分

析し、CO2 転化率および CO 生成量を求めた。さらに、

放電状態および粒子分布挙動の可視化、ならびに光学発

光分光測定を併用し、粒子分布と放電挙動の関係を総合

的に評価した。 

３．主要な実験成果 

炭素粒子投入量の変化は、放電挙動および CO2 解離

性能に大きな影響を及ぼした。少量粒子条件（2.5 g）で

は粒子が疎に分布し、放電空間全体にわたって強いフィ

ラメント状放電が形成された（Fig.2）。一方、粒子量の増

加に伴い、粒子層は高密度化し、放電は主として粒子表面

および誘電体表面近傍に局在化した。放電電力は粒子量 

2.5 g において最大値（約 0.32 kW）を示し、空反応器条

件と比較して約 1.4 倍に増加した。これに対応して CO2 

転化率および CO 生成量も同条件で最大となり、CO2 

転化率は空反応器条件の約 2.7 倍に達した。一方、粒子

量を 20 g 以上に増加させると、放電電力は単調に低下

し、CO2 転化率および CO 生成量も顕著に減少した。 

エネルギー効率（Fig.3）は、粒子量 2.5 g において最

大 28.5 % を示し、同種の DBD 反応器で報告されてい

る値と比較して高い水準であった。これは、粒子の適度な

分散により放電電力が増大し、電子衝突による CO2 解

離が効率的に進行したためであると考えられる。高粒子

量条件では、粒子過密化により放電が減衰し、投入電力が

化学反応に有効利用されなくなることが確認された。 

４．まとめ 

本研究では、流動層型 DBD 反応器を用い、活性炭粒子分布が CO2 直接解離挙動およびエネルギー効

率に及ぼす影響を体系的に評価した。その結果、粒子量 2.5 g において最も高い放電電力、CO2 転化率、

ならびにエネルギー効率が同時に達成されることを明らかにした。これらの結果は、流動粒子の分布密度

が放電形態を支配し、ひいては化学反応効率を決定する主要因であることを示している。すなわち、粒子

が疎に分布する条件では放電が活性化される一方、過剰な粒子投入は放電の減衰を引き起こし、反応性能

を低下させている。本研究で得られた知見は、流動層型プラズマ反応器の最適設計指針を与えるものであ

り、大気圧・低温条件下での CO2 資源化プロセスの高効率化およびスケールアップに対して有用な情報

を提供するものである。国際学会および国際論文への発表を済ませ、目的とする情報発信も達成している。 

(公財) 鉄鋼環境基金 助成研究成果概要 2026年 4月 1日 

Fig.1 実験装置概略図 

Fig.2 炭素粒子を導入したときプラズマの様子 

Fig.3 炭素粒子を導入量とエネルギー効率の関係 
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(公財) 鉄鋼環境基金 助成研究成果概要 2026 年 4 月 1 日 

【申請書記載の目的】 

沿岸域には，未活用エネルギーとして莫大な還元エネルギーが底泥（有機泥）として堆積しており，温暖

化ガスの排出源となっている．一方，鉄鋼スラグ等の産業副産物には未活用エネルギーが多く含まれている

が積極的な利用はされていない．本研究では，底泥のエネルギー準位を上昇させ，電子の伝達を加速させる

鉄鋼スラグの特性を利用した微生物燃料電池（SS-SMFC）を開発している．発電過程において直接的に CO2，

CH4の温暖化ガスを固定するとともに，2 次的に生物活動を活性化させ，CO2を固定（ブルーカーボン効果）

する設備の構築を目的とする． 

 

【研究成果】（研究計画に対する達成度 ： 95 ％） 

 鉄鋼スラグの金属鉄が溶解して放出する電子（Fe→Fe²⁺＋2e⁻）を利用し，底泥・有機汚泥から電子回収を

促進する電極技術を開発した．スラグ中の金属鉄残存と電子回収（1g あたり約 220C）を確認し，SS-SMFC

の直列化で起電圧 6.5V を得た．さらに CO2 連続注入により H⁺供給を強化し，水素生成の単位消費電力量

を 2.26→1.56kWh/Nm³へ低減．生成炭酸種は Ca²⁺等で CaCO3 として固定可能で，CO2 固定周期の算定法も

提示した． 

 

【本文】 

 鉄鋼スラグは生物必須金属である鉄（Fe）を含み，鉄が溶解する際の酸化還元電位（Fe→Fe²⁺＋2e⁻）は，

底泥内に存在する硫酸塩系の酸化還元電位よりも低く，高いエネルギー準位を形成する．この高いエネル

ギー準位で生成される電子は，水素生産反応（2H⁺＋2e⁻→H₂）に利用できる．また，底泥中に存在する枯死

植物由来のフェオフィチンは鉄の溶解電位と同程度の酸化還元電位を持つため，鉄鋼スラグによる電子供

与は泥層への電子伝達を促進し得る．さらに CO2 を水層へ溶存させると（CO2＋H2O→H⁺＋HCO3⁻），H⁺濃

度上昇と溶存酸素低下を通じて水素生成効率が高まる．加えて鉄鋼スラグに含まれる CaO が溶解して Ca²⁺

や OH⁻を供給し，Fe(OH)₂生成や CaCO3 沈殿を通じた炭素固定（無機炭素固定）にも寄与する．以上より，

本研究は鉄鋼スラグ・底泥・CO2 を材料として，水素生産と CO2 固定を同時に進める仕組みを構築する点

に新規性がある． 

研究成果の第一として，鉄鋼スラグ中に金属鉄が残存していることを粉砕試験と分析により確認した（図

-1）．スラグには細粒化できない粗粒成分が存在し，この粗粒部分を塩酸溶解して ICP-AES 分析した結果，

金属鉄含有率は 86.3%であった．粉砕可能成分の多くは磁性を有し，スラグ内部に鉄混合磁性体が 60～80%

程度含まれる可能性が示された．さらに，電極を用いて鉄鋼スラグから電子回収を行うと含有鉄量が減少

し，1g の鉄鋼スラグから約 220C の電子が回収できることが示された．正に印加された電極をスラグ周辺
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に設置することで電界・磁界が形成され，鉄溶解が促進

されるという機構が整理されている． 

第二として，SS-SMFC（Steel Slag–Sediment Microbial Fuel 

Cell）の電源利用を検討し，1 セルを 8 セル直列接続し

たモジュールで起電圧 6.5V を得た．従来はカソードが

律速になりやすいが，カソード電極面積を増大させるこ

とで電流増加が確認され，改良余地が明確となった．水

素生成実験では，標準的な水素生産効率（4.5kWh/Nm³）

より高い 4.06kWh/Nm³での生成が報告されており，スラ

グの電子供与能が水素生産に有効であることが示され

た（図-2）． 

第三として，鉄鋼スラグと有機泥（下水代替として食

品廃棄物混合泥）を用いた電子生成型アノード層の開発

を行い，鉄鋼スラグ量と電子生成量の関係，有機物量と

電池性能の関係を整理した．鉄鋼スラグ量が増えるほど

OCV は低下し，電力曲線・積算電荷量が増加する傾向

が得られた．また有機物量が多い場合，通電試験前は電

池性能低下が見られたが，通電試験後は有機物量依存

性が弱まり，電子移転阻害が解消される傾向が示され

た．pH・微生物数・電極電位の推移から，通電に伴い

鉄鋼スラグの電子生成が生物活性を高める可能性が示

唆され，フェオフィチンと鉄の酸化還元電位が近いこ

とから有機物の Redox 反応促進に寄与する可能性が示

された． 

第四として，CO2変換水素生産の実験では，CO2注入

なし（Case1）と CO2連続注入（Case2）を比較し，CO2

注入により H⁺供給が持続して水素生成が加速すること

を確認した．水素収集に要する時間は Case1 で 6.0h，

Case2 で 4.3h となり，単位水素生成当たり消費電力量

は 2.26→1.56kWh/Nm³へ低減した．CO2 注入による H⁺

供給が水素生成のエネルギー効率を改善することが定

量的に示された（図-3，4）． 

図-1  鉄鋼スラグの粉砕試料（(c)は磁石に試料がついた状態） 

(a) 鉄鋼スラグ試料（未使用）     (b) 粉砕試料（500m 以上）    (c) 粉砕試料（500m 以下） 

(公財) 鉄鋼環境基金 助成研究成果概要 2026 年 4 月 1 日 

図-2 鉄鋼スラグ，CO2を材料とした CO2変換水素 

の生成概念図 

図-3 CO2固定システムの開発用装置 
（スラグ泥水素製造法） 
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表-1 NaCl 溶液へと CaCl2投入結果 

表-2 海水への CaCl2投入結果 

図-4 通電に伴う pH の変化 
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(公財) 鉄鋼環境基金 助成研究成果概要 2026 年 4 月 1 日 

【申請書記載の目的】 

 CO2 を削減して地球温暖化を解決するためには，カーボンリサイクルを成立させる必要があるが，その

ためには CO2を高濃度 CO に変換し，H2と反応することで様々な有機化合物を製造することが最も有効な

手段となる．本研究では，バイオマスカーボンを用いたマイクロ波プラズマ流動層を構築し，CO2から CO

への反応を促進することで CO2の高効率変換および CO2処理量の増大を目指す． 

 

【研究成果】（研究計画に対する達成度 ：90％） 

 本研究では，CO2から CO を効率的に製造するため，マイクロ波プラズマをベースとした研究を行った．

マイクロ波プラズマのみを用いた場合，CO2 変換率は 55%となり，プラズマの分野では世界トップレベル

の値を示した．このとき，CO2は CO と O に電離して CO を生成するが，再び CO2に戻るものも多くある．

そこで，生成した O ラジカルからも CO を製造するため，バイオマスカーボン流動層を適用した．その結

果，投入 CO2量 1.0 L/min における投入 CO2量／生成 CO 量比は 1.1 となり，高い CO 製造性能を示した． 

 

【本文】 

【緒言】 

 20 世紀は科学技術の進歩により高度な経済発展をもたらしたが，その一方で地球温暖化などの深刻な環

境問題を引き起こしている．このことから地球温暖化の解決に向けて，CO2の回収・貯留技術（CCS）や，

分離・貯留した CO2 を有効利用する技術（CCU）に関する研究開発・社会実装が活発に行われている．し

かし，CCS は，地中などへの CO2貯留量に限界があること，CO2 が再漏出する可能性があること，エネル

ギー消費が大きいことなどから，一時的な解決にしかならない．このことを踏まえると，CCU に関わる新

たな技術開発が必要不可欠である． 

 カーボンリサイクル・ロードマップでは，CO2からアルコール類，燃料，化学品など，様々な有機化合物

を製造する目標が設定されているが，これらに該当する有機化合物は CO と H2から製造することが可能で

ある．すなわち，CO2 を CO に高効率変換することができれば，製造された CO と H2を反応させることで

様々な高付加価値の有機化合物を製造することができる．しかしながら，CO2 は非常に安定したガスであ

り，単体の CO2を化学変化させることは容易ではない．単体の CO2を反応させることが難しいゆえに，既

往の研究では CO2 に H2 などを混ぜて高付加価値の物質を製造しようとしていると考えらえる．CO2を CO

に変換するにあたり，H2などを混ぜてしまっては，高コストととなりプロセスシステムとして成立し難い．

そこで本研究では，単体の CO2 を様々な有機化合物の原料となる CO に高効率変換し，カーボンリサイク

ルを達成するためのプロセス技術を開発する． 
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【実験装置および方法】 

 装置は主にマイクロ波発振機，チューナー，マイクロ波導波管，石英製反応管，真空ポンプ，圧力計，マ

スフローコントローラー，ガスメーターから構成される．石英管内を真空ポンプにより減圧し，そこに CO2

を流通させマイクロ波を照射することでプラズマを生成する．安定したプラズマの生成を確認し，真空ポ

ンプのボールバルブを徐々に締めることで圧力を上昇させ，所定の圧力にする．このように設定した CO2

流量，圧力，マイクロ波出力等，各条件下において，CO2から CO を製造する． 

 マイクロ波プラズマと酸素吸着剤あるいはバイオマスカーボンを融合した実験では，酸素吸着剤あるい

はバイオマスカーボン充填層をマイクロ波プラズマの下流に設置し，CO2 をダウンフローにて供給して実

験を実施する．また，バイオマスカーボン流動層を用いる場合は，CO2をアップフローで供給し，マイクロ

波プラズマ下流においてプラズマ化した CO2とバイオマスを反応させ，より多くの CO を製造する． 

 

【結果および考察】 

 はじめに，マイクロ波プラズマのみを用いた実験を行った．CO2

変換率と圧力の関係を Fig.1 に示す．通常，プラズマは低圧ほど効

果が高くなるため，CO2 から CO への反応が進むと考えていた．

しかし，圧力を変化させた結果，3 kPa のときに最大変換効率 55.0％

を示した．CO2 はマイクロ波プラズマにより CO と O に電離し，

電離した O ラジカルが CO と反応して CO2 を再び生成する場合，

他の O ラジカルと反応して O2を生成する場合がある．なお，O2が

生成される場合は CO がそのまま安定化する．このことから，CO

濃度を向上するためには，O ラジカルの処理が重要となる． 

 次に，生成した O ラジカルを除去するため，酸素吸着剤をマイ

クロ波プラズマの下流に設置して実験を行ったが，あまり良い結

果が得られなかった．このことから，O ラジカルからも CO を製造

するため，マイクロ波プラズマとバイオマスカーボンを融合した

実験を実施した．このとき，プラズマの形成にはエネルギーを使用

しているが，バイオマスの反応にはエネルギーを使用していない．

通常，CO2とカーボンの反応は吸熱反応であり膨大な熱源を必要と

するが，マイクロ波プラズマにより CO2 を CO と O に電離し，O

ラジカルとカーボンの反応を起こすことで発熱反応となる．Fig.2

に充填層を用いた場合の投入 CO2 量／生成 CO 量比を示す．最高

値は，投入 CO2 量 0.5 L/min のとき 1.04 を示し，投入 CO2 量と同

等以上の CO が生成された．しかし，投入 CO2量 1.0 L/min のとき，

バイオマスの表面積が小さいため，比は 0.68 となり，CO 生成割合

が大幅に減少した．そこで，反応表面積が非常に大きい流動層を導

入した．結果を Fig.3 に示す．圧力の上昇とともに投入 CO2量／生

成 CO 量比が上昇し，圧力 4 kPa，投入 CO2量 0.5 および 1.0 L/min

における比は，それぞれ 1.16 および 1.10 となり，CO2流量 0.5 L/min

と 1.0 L/min の差がかなり小さくなった．このことから，バイオマスカーボン流動層の適用により，最適な

圧力を選択すれば，CO 製造性能に対する CO2流量の影響を小さくすることができることが示された． 

(公財) 鉄鋼環境基金 助成研究成果概要 2026 年 4 月 1 日 

 

Fig. 1  CO2変換率と圧力の関係 

 

Fig. 2 投入 CO2と生成 CO の関係 

 

Fig. 3 投入 CO2と生成 CO の関係 
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(公財) 鉄鋼環境基金 助成研究成果概要 2026 年 4 月 1 日 

【申請書記載の目的】 

 本研究では，固体材料の相変化を用いた潜熱蓄熱におけるボトムアップアプローチ，すなわち潜熱蓄熱

材に用いる物質の分子間相互作用を明らかにすることによって，潜熱蓄熱材の融解凝固挙動（相変化挙動）

を制御し，様々な使用条件に対応した蓄熱操作／熱出力操作を実現する，新規潜熱蓄熱材の開発を行う． 

 

【研究成果】（研究計画に対する達成度 ： 70 ％） 

糖アルコール化合物は 150℃前後の未利用熱を有効利用するための潜熱蓄熱材として有望であるが，熱

出力操作（凝固）時の過冷却が大きいという課題がある．本研究では，糖アルコールとの親和性が高いと

考えられる脂肪酸やアミノ酸を糖アルコールの凝固を促進するための核剤として用い，その融解凝固挙動

について検討した．その結果，エリスリトールに脂肪酸としてミリスチン酸またはパルミチン酸を混合し

たサンプル，アミノ酸としてエリスリトールに L-アラニンを混合したサンプルは、エリスリトールの過冷

却の緩和に効果があることを明らかにした． 

 

【本文】 

1． 研究の背景と目的 

世界的なカーボンニュートラルの潮流の中で，エネルギー多消費型産業から排出される 100℃から 200℃

の中温域廃熱をいかに効率的に回収・再利用するかは極めて重要な課題である．潜熱蓄熱技術は，相変化に

伴う高い蓄熱密度を利用することで，熱源と需要のミスマッチを解消する有力な手段である． 

中でも糖アルコールの一種であるエリスリトール（C4H10O4）は，融点が約 120℃と中温域の熱源に適して

おり，かつ 340 J/gを超える極めて高い潜熱量を有することから，次世代の蓄熱材候補として期待されてい

る．しかし，エリスリトールには融点以下になっても凝固しない「過冷却」が 90 K以上も生じるという物

理的特性があり，これが蓄熱システムにおける熱取り出し温度の低下と熱利用効率の悪化を招いていた． 

本研究では，食品添加物等にも利用される安全かつ安価な「脂肪酸」および「アミノ酸」を核剤として導

入し，過冷却を抑制することを目的とした． 

 

2．実験方法および評価手法 

本研究では，エリスリトールに対し，疎水性鎖の長さが異なる 4種類の脂肪酸（ラウリン酸，ミリスチン

酸，パルミチン酸，ステアリン酸）を最大 10 wt%添加した試料，および官能基の特性が異なる 5種類のアミ

ノ酸（L-アラニン，L-セリン，L-フェニルアラニン，L-バリン，L-イソロイシン）を最大 10 mol%添加した

試料を調製した． 

これらの試料に対し，示差走査熱量計（DSC）を用いて 5 K/minでの昇降温サイクル試験を行い，融解・

報告書番号 08.23-24地球環境-185 

研究テーマ 

分子間相互作用の制御に立脚した新規潜熱蓄熱材の開発 

所 属 役 職 氏 名 

千葉大学大学院 工学研究院 

千葉大学大学院 工学研究院 

大阪公立大学大学院 工学研究科 

 

准教授 

准教授 

准教授 

 

劉 醇一 

塚田 学 

竹内 雅人 

 

23



2/2 

結晶化温度および潜熱量を精密に測定した．また，マクロな視点からの結晶化挙動を確認するため，ガラス

容器内での冷却過程をデジタルカメラにより撮影し，核発生の動的プロセスを観察した．さらに，実用性を

評価する指標として，熱利用効率の算出および繰り返しサイクル試験による耐久性評価を実施した． 

 

3. 結果 

脂肪酸の不均質核形成への寄与 

脂肪酸の添加により，エリスリトールの

結晶化開始温度は顕著に上昇し，過冷却の

抑制が確認された．特にパルミチン酸やミ

リスチン酸を 10 wt%添加した系において

顕著な効果が得られた．図 1 に試料の DSC

曲線を示す．添加したアミノ酸が物理的な

種結晶（核形成サイト）として機能するこ

とで，エリスリトールが結晶化する温度が

高温側にシフトすることがわかる．これは

脂肪酸の融点特性を利用した不均質核形

成の促進効果を実証するものである． 

アミノ酸を核剤とした検討では，添加剤

の分子構造が核形成能に劇的な影響を与

えることが明らかとなった．図 2に試料の

DSC 曲線を示す．検討したアミノ酸の中で

も L-アラニン（10 mol%）が最も優れた過

冷却抑制能を示し，過冷却度を未添加時の

91．1 Kから 48．0 Kまで半減させること

に成功した． 

 

4. 結論と今後の展望 

本研究を通じて，有機系核剤を用いたエ

リスリトールの過冷却制御に関する重要

な物理化学的知見が得られた．脂肪酸によ

る物理的なテンプレート効果，およびアミノ酸による分子間相互作用（水素結合と立体障害の制御）は，い

ずれもエリスリトールの実用性を飛躍的に高める手法である． 

 

今後の課題としては，実用スケールでの熱輸送特性の評価や，1000サイクルを超える長期運用時の熱的耐

久性の検証が挙げられる．これらの知見を基盤とし，高密度蓄熱ユニットの設計指針を確立することで，産

業界における廃熱回収プロセスの抜本的な効率化と脱炭素化の加速に貢献することを目指す． 

 

 

 

Fig.1 DSC curves of erythritol sample with 10 wt% of fatty acids. 
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�������Q�P≢№╢⁹ ╩⁸ ╣ ⅜╒≤╪≥♀꜡≢№╢ ꞉▬ꜟ �0�Q���6�Q♫ⱡ ⌐ ⇔⁸

כ♃☻ꜝ◒ ♪ⱷ▬fi─ ╩ ≢ ∆╢↓≤⌐ ⇔√⁹╕√⁸

╩ ∆╢ �3�W���&�R�� ⌐⅔™≡╙ ⁸∕⇔≡∕─ ─▬ⱷכ☺fi◓⅜ ≢№╢

↓≤╩ ⇔√⁹ 

ₒ ₓ 

 ≢ ∆╢ ─ ╩ �� ⌐ ∆⁹

─ ╩ ⇔√ ⌐ ↕∑≡ ⌂ ╩

⇔⁸ Ⱡꜟfi☻♩ ≢ ∂╢ ╩ ≢ ∆╢⁹

≢♪כ⸗ ╩ ∆╢↓≤≢⁸ ─ Ⱡꜟfi☻♩

─ ╩ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ ≢│⁸ ₁⌂

⌐ ⇔≡ ─ ╩ ™≡⁸ ▬ⱷכ☺fi◓ ≤⇔≡

─ ╩ ⇔√⁹ ⌐ ╘√ │⁸ ⌐

⇔≡│⅔╟∕ ������ �Q�P⁸ ⌐ ⇔≡│⅔╟∕ �������� �Q�P≢№

╢⁹ │⁸ ╣ ╩ ∆╢ ╛ �1�9☿fi♃כ╩ ™√ ▬ⱷכ☺fi◓ ≤│

⌐ ⌂╡⁸ ─ ≢№╢ Ⱡꜟfi☻♩ ╩ ∆╢↓≤⅜≢⅝╢⁹↓╣╠─

⅛╠⁸↓╣╕≢│ ∞∫√ ₁⌂ ╩ ╢↓≤⅜≢⅝╢⁹ 

 ╩⁸ ╣ ⅜╒≤╪≥♀꜡≢№╢ ꞉▬ꜟ �0�Q���6�Q─ ♫ⱡ ⌐ ⇔⁸∕

─ כ♃☻ꜝ◒╢№≢ ─♪ⱷ▬fi ╩ ╖√⁹ �����D���±���F��⌐⁸�0�Q���6�Q♫ⱡ ─♩ⱳ◓

ꜝⱨ▫כ ⅔╟┘⁸ ⌐ ⇔√ ∆╢ Ⱡꜟfi☻♩ ⱴ♇ⱪ╩ ∆⁹ �����E��⁸���F��≢│⁸

 ���������������� �������� 

 ⱴכ♥

─ ה ─  

      

�� ☿fi♃כ 
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